
Ⅰ : プロローグ
「医療機関におけるリスクマネジメントを考える－医療職の仕事なのか」
（講師：株式会社メディサイト　代表取締役　松村　眞吾　氏）

1．リスクマネジメントとは何か－本来の意味・意義
2．医療機関のリスクマネジメントの担い手は誰か

Ⅱ：講義「医療事故の法的責任と新しい医療事故調査制度について」
（講師：弁護士法人愛知総合法律事務所　渡邊　健司　氏）

1．医療事故と法的責任
（１）刑事責任と民事責任の違い
（２）刑事責任と手続
（３）民事責任と手続

2．医療事故調査制度と法的責任追及
（１）医療事故調査制度の概要
（２）刑事責任追及への影響
（３）民事責任追及への影響

3．医療現場の準備

Ⅲ：ワークショップ「医療事故発生！その時、どう対応するか？」

〜平成２７年１０月１日施行　医療事故調査制度に対応〜

NHK 名古屋放送センタービル内教室会　場

日　時 平成 27 年  10 月14 日 （水）10：00 〜 16：00
計 5 時間 （ 1 日間）

●病（医）院の経営者・責任者の方々
●事務長、総務・医事部門の方々
●各部門のリーダー（部長・師長など）
●医療安全部門、看護部の方々

対　象

講　師

講 義 項 目

医療機関における医療事故の法的責任と
医療事故調査制度における対応の進め方

①医療事故による法的責任について、刑事責任、民事責任の内容、手続について解説します。
②医療事故調査制度による影響、現場で行うべき準備ポイントを把握することができます。 

本セミナーの
強化ポイント
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病院実務セミナーシリーズ（名古屋開催）



　ご参加のおすすめ

　近年，医療事故に関する報道を目にすることが多くなり，また，医療
事故調査制度の施行を前に医療事故に対する法的責任について，医療現
場での関心も高まっています。
　しかし，一言で法的責任といっても，刑事責任，民事責任では，その
内容，手続は全く異なります。医療現場としては，医療事故が起こった
場合に，民事責任，刑事責任の違いを踏まえて，それぞれに対処しなけ
ればなりません。
また，医療事故調査制度も法的責任追及と無関係ではありません。医療
事故の原因究明と再発防止を図りながら，法的責任追及に対しても適切
に対処できるよう準備することが必要です。
　本講座では，医療現場におけるリスクマネジメントのあり方について
理解を深めた上で、医療事故による法的責任について，刑事責任，民事
責任の内容，手続について解説し，それぞれについて，医療事故調査制
度による影響，現場で行うべき準備についても説明します。またワーク
ショップによって実践的な対応力を養って頂きます。是非ともこの機会
に、関係各位の積極的なご参加をおすすめ申し上げます。

　
講師紹介

慶應義塾大学商学部卒業。会社勤務を経て 2002 年 ㈱メディサイトを設立。2005 年 勝
川ファミリークリニック事務長に就任。2009 年大阪市立大学大学院特任教授（～ 2011
年）。2010 年　大阪市立大学医学部附属病院プロジェクトアドバイザー。2012 年大阪
市立大学大学院経営学研究科特任教授（～ 2014 年）。現在、立命館大学医療経営研究セ
ンター客員研究員を務める。
医療経営に関する執筆、講演多数。神戸大学ＭＢＡ。
日本医療・病院管理学会会員。日本医療バランスト・スコアカード研究学会会員。
日本医学ジャーナリスト協会幹事。ＮＰＯ法人プライマリ・ケア教育ネットワーク副理事長。

名古屋大学法学部法律政治学科卒業。1 年 4 ヶ月の司法修習を経て、2007 年
に弁護士登録。弁護士法人愛知総合法律事務所にて弁護士として勤務。医療事故、
交通事故等多数の損害賠償請求事件を被告側で担当。2012 年 11 月から 2014
年 10 月まで藤田保健衛生大学病院に出向し医療機関内弁護士として勤務する。
2014 年 11 月から弁護士法人愛知総合法律事務所に復帰。
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  ：一般社団法人 日本経営協会 中部本部 企画研修グループ　（担当 / 野﨑・里見）
     〒 461 − 0005 名古屋市東区東桜 1 − 13 − 3 NHK 名古屋放送センタービル 10F 　TEL（052）957 − 4172（ダイヤルイン）

                                                                                                        FAX （052）952 − 7418

お問合せ 
　　　　

先お申込み

日本経営協会・中部ホームページ http://www.noma.or.jp/chubu/	     
　※お電話の問い合せ（駐車場含む）は、平日の９：15 〜 17：15 にお願いします。

下記の参加申込書に必要事項をご記入の上、FAX
等で下記へお申込み下さい。
折り返し、参加券と振込口座を記載した請求書を
ご派遣責任者までお送り致します。
● 参加料（負担金）は、銀行振込にて開催 3 営業日前までにお納めください。（経理処理の都合で遅れる場合は、事前にご連絡下さい。）
● 開催 3 日前までに参加券が届かない場合は、恐れ入りますがお電話にてご確認ください。
● 参加のお取り消しにつきましては、必ずご連絡ください。参加者のご都合が悪くなった場合は、代理の方にご出席いただきますようお願い致します。
● 領収書は「振込金受領書」をもってかえさせていただきますのでご了承ください。

申込方法 ：

        　　　　　　　  開催日3日前〜前日迄 30％、開催当日は全額をキャンセル料として申し受けますので、あらかじめご了承ください。キャンセルについて

日　　時	：平成 27 年 10 月14 日（水）10：00 〜 16：00
  　 計 5 時間（1 日間）

会　　場	：  NHK 名古屋放送センタービル内教室
　　　　　    名古屋市東区東桜１- １３- ３NHK 名古屋放送センタービル 
	 　※右図参照

※参加料には、テキスト・資料代が含まれています

参 加 料 ：
（1名につき）

H27/10.14

こちらの面をそのまま FAX して下さい。

平成 　　年      月        日「  医療事故の法的責任と医療事故調査制度における対応の進め方」参加申込書

参 加 料 消 費 税 等 合 計

日本経営協会
　会　員　 30,000 円 2,400 円 32,400 円

一　　般 35,000 円 2,800 円 37,800 円
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